
 
 

京都市「たばこ」に関する取組について 

 

１ 受動喫煙防止対策 

 ⑴ 改正健康増進法について 

  ア 概要 

 「健康増進法の一部を改正する法律（以下「法」という。）」が、平成

３０年７月２５日に公布され、令和２年４月１日から施行された。法に

おいては、これまでの「努力義務」から、規定する命令に違反した者等

については、所要の罰則規定（過料）が設けられている。 

イ 法の内容 

   (ｱ) 基本的な考え方 

・ 「望まない受動喫煙」をなくす 

・ 受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮 

・ 施設の類型・場所ごとに対策を実施 

   (ｲ) 法の体系 

     【別紙１】のとおり。 

 

⑵ 法を受けての本市の取組 

本市においては「健康長寿・笑顔のまち・京都推進プラン」及び法に基

づき、「受動喫煙防止対策のより一層の推進に向けて、法に定める対策が遵

守されるよう徹底して取組を進める。」、「受動喫煙による健康影響が大きい

妊産婦、子ども、病気の方等、特に配慮が必要な方の受動喫煙を無くす取組

を進める。」という基本的な考え方のもと、これまでから、実効性のある様々

な取組を進めてきた。平成３０年度から令和５年度の主な取組は 【別紙２】

のとおり。 

 

 

 

２ 喫煙防止対策及び禁煙支援 

⑴  たばこ対策支援者研修会について  

たばこ対策に係る支援者（各区・支所保健福祉センター、関係各課に所

属する職員等）に対し、支援者がたばこに関する正しい知識及び活用できる

指導方法を習得することを目的に研修会を開催している。 

※令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大状況を受け中止。 

令和４年度より再開。 
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⑵ 未成年者の喫煙防止 

ア  喫煙防止教育（防煙教室）の実施 

      喫煙や受動喫煙による健康被害に関する知識を普及し、未成年者の喫

煙を無くすことや、「たばこは吸わない」という意識を定着させることを

目的とし、京都府医師会、ＮＰＯ法人京都禁煙推進研究会、京都市教育

委員会と協力して実施。 

    令和４年度までは高校生１年生も対象であったが、令和５年度から対

象を中学生のみに変更し、令和５年度から高校１年生を対象に喫煙防止

リーフレットを配布し、広く啓発していく。 

 

＜喫煙防止教育の経年実施状況＞ 

   種別/年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

 

学校数

（延） 

中学 36 30 35 18 26 31 

高校 6 3 2 0 0 0 

合計 42 33 37 18 26 31 

 

生徒数

（延） 

中学 4,761 3,647 4,713 2,882 3,262 3,630 

高校 658 337 34 0 0 0 

合計 5,419 3,984 4,747 2,882 3,262 3,630 

 

イ 未成年者向け防煙パンフレットの配布 

    たばこの害を未成年者にわかりやすく記載したパンフレットを市立中

学校を通じて配布（年間約 10,000 冊）。 

 

 

⑶  妊産婦の喫煙防止 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保健福祉センターにおける妊産婦や子育て中の親を対象とした母子保 

健事業（母子健康手帳交付、乳幼児健康診査、プレママ・パパ教室等） 

や家庭訪問等の機会において、受動喫煙の害などの正しい知識の普及啓 

発や禁煙に関する保健指導を実施。 

 ベースライン 

(2017 年度) 

目標値 

（2023 年度） 

「妊娠中」の喫煙の割合 

※母子健康手帳の交付時アンケート結果 
3.9％ 0％ 

「出産後」の喫煙の割合 

※京都市乳幼児健康診査時に実施しているアンケート
4.9％ 0％ 
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⑷ 成人喫煙率の減少の取組 

 

 

 

 

 

 

・ 保健福祉センターにおける肺がん検診等での禁煙パンフレットの配布や、

大学での献血時におけるパンフレット等の配布により、広くたばこの健康

への影響について普及啓発。 

・ 禁煙支援薬局、禁煙外来、インターネット禁煙マラソン（インターネッ

トを活用した禁煙支援プログラム）をホームページに記載し、禁煙を推進。 

・ 禁煙対策を保健福祉センターの地域における健康づくり事業の重点取組

項目に指定し、各地域の特性に合わせて喫煙者への禁煙支援などを実施。 

※ これまで特定健診会場及び胸部検診時にて喫煙者に対し、短時間禁煙支

援を実施。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、集団検診の中止に伴

い禁煙支援も一時期中止になっていたが、令和３年度からは各区役所・支

所において、肺がん検診受診対象者等に短時間禁煙支援を実施した。 

 

⑸ 令和 5年度の取組 

たばこ対策に関わる市職員及び関係機関職員への支援者研修の開催を

はじめ、地域における健康づくり事業（アウトリーチ事業）においても重

点取組項目に設定し、未成年者、妊産婦、成人まで、あらゆるライフステ

ージに合わせた喫煙防止の普及啓発活動を引き続き実施する。また、喫煙

者に対して短時間禁煙支援やインターネットを活用した禁煙マラソンを

ホームページに記載し、喫煙及び受動喫煙の防止、禁煙の推進に向けての

取組を継続して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

喫煙者の割合 

※国民生活基礎調査(20 歳以上) 

ベースライン 

（2017 年度） 

目標値 

（2023 年度） 

男性 27.0％ 16％ 

女性 9.9％ 7％ 
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＊ 参考 

【路上喫煙対策について（文化市民局）】 

 ○ 「京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例」 

路上喫煙等による身体及び財産への被害防止並びに健康への影響の抑制

を図るため，平成１９年６月に施行された。 

平成 19 年 5 月 29 日 条例の制定 
平成 19 年 6 月 1 日 条例の施行 
平成 19 年 11 月 1 日 路上喫煙等禁止区域（以下「禁止区域」という。）の指定

（河原町通，四条通等 10 の通り） 
平成 20 年 6 月 1 日 禁止区域での違反者に対し，1,000 円の過料処分を開始 
平成 22 年 7 月 1 日 禁止区域の拡大（市内中心部 約 16.5 ㎞） 
平成 24 年 2 月 1 日 禁止区域の拡大 

（京都駅地域，清水・祇園地域 約 27.4 ㎞） 
令和 4年 12 月 23 日 過料を徴収する区域の名称を「路上喫煙等禁止区域」から「路上

等対策強化区域」に改正する条例が可決 
令和 5年 3 月 1 日 改正条例施行 

 

○ 京都市路上喫煙等に係る過料処分件数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

過料 

処分 

件数 

2,754 5,638 6,794 4,380 2,968 2,225 1,632 1,095 886 825 424 363 358 

 

○ 京都市路上喫煙率について(％) 

場所/調査時期 
平成 19 年 

7 月～9月 

平成 23 年 

12 月 

平成 31 年 

2 月 

令和 2 年 

4 月 

令和 3 年 

4 月 

令和 3 年 

10 月 

令和 4 年 

4 月 

令和 5 年 

4 月 

市内中心部 0.68 0.08 0.01 0.05 0.02 0.02 0.01 0.003 

京都駅地域 ― 0.33 0.01 0.13 0.01 0.00 0.00 0.00 

清水・祇園地域 ― 0.11 0.02 0.16 0.07 0.01 0.01 0.004 

※路上喫煙率：１時間当たりの通行者に占める喫煙者の割合 

       平成３１年２月調査から調査点を３０地点から６０地点に変更

し、平日と休日の各１日、昼間と夕方に定点調査を実施してい

る。 

       また、近年、路上喫煙者数が下火傾向（下げ止まり）にあるた

め、令和４年度から年１回の調査に変更 
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】
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【別紙１】



 
 

 

本市の取組について＜平成３０年度～令和５年度主な取組＞ 

 

 

法制度周知に係る取組 内容等 

法制度の詳細の周知 

（令和３０年～令和元

年） 

・ 平成３０年６月から、改正法の成立に先駆けて、

学校、病院や児童福祉施設等の「第一種施設」、旅

客運送事業自動車等（バス・タクシー・鉄道）、「第

二種施設」のうちの飲食店について、法制度の概要

を周知するとともに、①受動喫煙防止対策の状況、

②法改正を踏まえた今後の予定等の「実態調査」を

実施した。 

・ 令和元年６月から７月にかけて、約６，５００

の第一種施設、約１５，０００の飲食店、約２，１

５０の旅客運送事業自動車の管理権原者等へのリ

ーフレット等の送付により、法制度の周知徹底を進

めた。 

施設向け説明会の実施 

（令和３０年～令和元

年） 

・ 施設の管理権限者等を対象とした説明会を実施

し、受動喫煙防止の取組や早期に法に基づき適切に

措置を講じることを勧奨する取組を進めた。 

飲食店に対する取組

（令和元年～） 

・ 令和元年６月から７月にかけて、飲食店に対し、

「喫煙可能とする場合に義務付けられる標識」、「店

内が禁煙である旨を掲示する標識」を本市から送付

し、受動喫煙防止対策の早期実施の勧奨を進めた。 

 また、新規に開業する飲食店に対しても、随時、

標識等の個別配付を行い、法制度の周知徹底を進め

た。 

・ 令和２年４月以降に新規開業する飲食店につい

ては、経過措置制度が適用されず、「原則屋内禁煙」

としなければならないことから、啓発チラシを作成

（【別紙３】参照）し、営業許可取得時に標識と合

わせて配付している。 

 

 

 

 

 

【別紙２】 
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専用窓口に係る取組 内容等 

京都市受動喫煙防止 

対策相談・届出専用 

窓口の運用 

（令和元年７月～） 

・ 市民や事業者からの相談や問合せに対応すると

ともに、既存特定飲食提供施設の経過措置制度に関

する届出の受付をはじめ、違反事案等の通報があっ

た場合には、施設の管理権原者等に対して、適切に

受動喫煙防止対策を講じるよう、助言や指導等を行

った。 

※ 運用状況については【別紙４～６】参照 

飲食店、 

アミューズメント施設、 

コンビニエンスストア 

における 

監視・指導の実施 

（令和２年２月～） 

・ 令和２年２月から、改正法の施行に向け、施設

への監視・指導体制を整備した。市内の飲食店やア

ミューズメント施設（ゲームセンター、カラオケボ

ックス、パチンコ店など）、コンビニエンスストア

において、施設の受動喫煙防止対策の措置状況の調

査を行うとともに、必要に応じて法制度の周知や法

に基づく措置を講じるよう助言・指導する取組を行

った。 

※ 実施状況については【別紙７】参照 

 

啓発に係る取組 内容等 

幼稚園、保育園、児童

館、小学校、病院等に

おける受動喫煙の防止

に向けた啓発 

（令和元年６月） 

・ 令和元年６月には、受動喫煙の防止・喫煙マナ

ーを呼びかける「のぼり」を本市で作成し、市内の

幼稚園・保育園、児童館、小学校、病院等（９２０

所・校）に対して配布し、受動喫煙防止啓発を実施

した。 

市政広報板を活用した

受動喫煙の防止の啓発 

（令和２年５月～） 

・ 路上喫煙対策と連携し、市内約１０、６００箇

所にある市政広報板へ、市内全域での路上喫煙の禁

止と喫煙時における周囲への配慮やマナー等を啓

発するポスターを掲示し、受動喫煙の防止等を訴求

した。 

受動喫煙防止のＰＲ動

画作成及びＹｏｕＴｕ

ｂｅでの配信 

（令和３年～） 

・ 家庭内における受動喫煙防止を啓発するための

ＰＲ動画を作成し、ＹｏｕＴｕｂｅで配信した。 

・ 令和３年９月、令和４年度は世界禁煙デーの開

催に合わせて、広告としての配信を実施するととも

に、広告の概要欄に本市のたばこ対策に係るホーム

ページのＵＲＬを掲載し、受動喫煙の防止を図ると

ともに、禁煙のきっかけづくりとなるよう工夫し

た。 
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8

【別紙３】
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【別紙４】 

京都市受動喫煙防止対策相談・届出専用窓口の運用状況 

（令和５年７月末時点） 

＜月別件数＞                        (速報値) 

年度 月 相談・問合せ 通報 届出 

令和元年 

（７月～） 

計 1,758 11 1,342 

月平均 195.3 1.2 149.1 

年度 月 相談・問合せ 通報 届出 

令和２年度 
計 1,302 197 1,074 

月平均 108.5 16.4 89.5 

年度 月 相談・問合せ 通報 届出 

令和３年度 
計 377 142 88 

月平均 31.4 11.8 7.3 

年度 月 相談・問合せ 通報 届出※ 

令和４年度 
計 274 141 7 

月平均 22.8 11.8 0.6 

年度 月 相談・問合せ 通報 届出※ 

令和５年度 

（～７月） 

計 120 69 0 

月平均 30.0 17.3 0 

通算合計 3,831 560 2,511 

通算月平均 78.1 11.4 51.2 

  ※届出は変更及び廃止の件数は含まない 
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【別紙５】 

令和４年度 相談・問合せ内容の内訳（令和５年３月末時点） 

 

順位 分類 主な内容 件数 ％ 

1 法制度 
・法における屋外・屋内の定義について 

・電子たばこの取扱いについて 
57 21 

2 受動喫煙に関する相談 
・職場での受動喫煙被害の対策について 

・隣家からのたばこの煙について 
24 9 

3 経過措置制度 
・既存特定飲食提供施設の要件について 

・移転する際，届出の再提出は必要か 
22 8 

4 路上喫煙関連 
・路上喫煙等対策強化区域の範囲について 

・路上喫煙関連の資料提供について 
21 8 

5 意見・要望 ・調査員についてのご意見 15 5 

6 その他 ・通報対応結果の確認 12 4 

7 喫煙専用室の設置基準 
・技術的設置基準について 

・喫煙室設置の届出は必要か 
7 3 

8 助成金関連 ・助成の対象について 5 2 

9 標識がほしい ・ステッカー紛失のため、再送依頼 2 1 

 相談窓口受の通報案件 109 40 

合計 274  
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【別紙６】 

令和４年度 通報内容の内訳（令和５年３月末時点） 

 

順位 分類① 分類② 主な内容 件数 ％ 

1 
配慮 

義務 
配慮義務違反 

・店舗前での喫煙（店内に煙が蔓延） 

・たばこ販売店の店先で客が路上喫煙を

している 

49 35 

2 
法令 

違反 

喫煙禁止場所にお

ける喫煙 

・職場内での喫煙 

・飲食店内での喫煙 
47 33 

3 
法令 

違反 
喫煙器具・設備等 

・一般企業の敷地内屋内該当場所に 

灰皿が設置されている 
35 25 

4 
法令 

違反 
標識の掲示 

・標識なく屋内で喫煙している 

・喫煙可能店だが、未成年者立ち入り禁

止のステッカー掲示がない。 

4 3 

5 
法令 

違反 

喫煙場所への 

20 歳未満の者の

立入 

・喫煙可能店だが、未成年者が立ち入っ

ている。 
3 2 

6 
法令 

違反 
その他 

・学校の敷地内に設けている屋外喫煙コ

ーナーの設置場所についての適切な指導 
2 1 

7 
法令 

違反 
喫煙室の基準適合 

・飲食店の前で灰皿を設置し、通学（通

勤）路や病院前にも関わらず喫煙スペー

スになっている 

1 1 

合計 141  
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受動喫煙防止対策に係る監査・指導の実施結果 

 

（１）調査対象施設  

（平成３０年調査に回答した店舗及び経過措置制度に関する届け出を提出した店舗、令和２年度及び令 

和３年度に新規開業飲食店の調査結果） 

   ① 飲食店  

   ② アミューズメント施設 

   ③ コンビニエンスストア 

 

（２）調査期間：令和２年２月～令和５年７月 

 

（３）調査結果 

 飲食店 アミューズメント 

施設 

コンビニ 

エンスストア 

調査対象 19,355 件 191 件 683 件 

調査済み 18,489 件 189 件 683 件 

 禁煙 10,381 件 56.1％ 49 件 25.9％ 355 件 52.0％ 

喫煙可能室（全部）※1 3,181 件 17.1％ ― ― ― ― 

喫煙可能室（一部）※1 104 件 0.6％ ― ― ― ― 

喫煙専用室※2 195 件 1.1％ 81 件 42.9％ 4 件 0.6％ 

指定たばこ専用喫煙室※3 20 件 0.1％ 0 件 0％ ― ― 

喫煙専用室及び 

指定たばこ専用喫煙室 

30 件 0.1％ 15 件 7.9％ ― ― 

閉店／休業／不通※4 4,578 件 24.9％ 14 件 7.4％ 0 件 0％ 

その他※5 0 件 0％ 30 件 15.9％ 324 件 47.4％ 

※1 飲食店の場合，経過措置制度に関する届け出をすれば，既存特定飲食提供施設として喫煙可能な場所で 

ある旨を掲示することにより店内喫煙が可能となる（既存事業者，資本金，面積等の条件あり） 

※2 喫煙専用室：一般的な事業者が施設屋内の一部に設置可能な喫煙室 

※3 指定たばこ専用喫煙室：指定たばこ（加熱式たばこ）のみ喫煙可能な喫煙室 

※4 不通：電話番号不明や普通，１回以上訪問勝２回以上架電するも連絡が取れない店舗等を含む 

※5 その他：店内は禁煙だが，屋外に灰皿が設置されていた店舗含む 

 

【別紙７】 
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